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「渦電流探傷試験、超音波探傷試験及び漏えい率試験に係る 

日本電気協会の規格の技術評価に関する日本電気協会への 

説明依頼事項（その１）」に対する回答（JEAC4203-2017） 

 

令和３年１月１３日 

（一社）日本電気協会 

原子力規格委員会 

 

標記につきましては，以下の通り回答いたします。 

 

○説明依頼事項 

３． JEAC4203-2017「原子炉格納容器の漏えい率試験規程」に関する説明依頼質問 
 

1)  「2.4.4 判定基準」においては、全体漏えい率試験で得られた平均漏えい率の上側 95% 

信頼限界の値で判定すると規定していますが、「3.1.2.2漏えい率計算式」及び「3.2.2.2 漏え

い率計算式」に規定する漏えい率（％/d）の計算式（(3.1.2)式、(3.2.4)式には、測定誤差によ

る変動分が考慮されていません。また、「計器計画における基本的検討確認事項」を規定

した 3.1.3.1 項 (3) 及び 3.2.3.1 項 (5) には測定精度の検討に当たって考慮すべき主要項

目が記載されています。下記に示す解説には測定誤差による検討が示されていますが、こ

れらによる変動分を漏えい率（％/d）にどのように反映するのか説明してください。 

 

a.解説 3.1-1及び解説 3.2-2に示す計算式の簡略化による誤差 

b.解説 3.1-2及び解説 3.2-3に示す測定計器精度による誤差 

c.解説 3.1-3及び解説 3.2-5に示す温度測定数による誤差 

d.解説 3.2-4に示す基準容器系原子炉格納容器外配管の温度変化による誤差 

（基準容器法の場合に限る。） 

 

2) 「3.1.2.3 平均漏えい率及び信頼限界｣及び｢3.2.2.3 平均漏えい率及び信頼限界｣に規定

する%漏えい量 Q の式は、回帰直線に切片を有する Q=a+bH の形式です。測定開始基準

時刻からの%漏えい量 Q を求める時 、測定開始時は Q=0 なので、a=0 とした原点を通過

する回帰直線 Q=b’H としていない理由を説明してください。 

また､3.1.2.3 項及び 3.2.2.3 項の (1) には｢有意差がなければ､経過時間に対し無関係で

あり、バラツキの範囲で漏えい率は 0 である｡｣と規定していますが､一定の漏えいがあると

いう前提での試験に対してバラツキの範囲で漏えい率が 0 であるとすることの適切性につ

いて説明してください｡ 
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3) 「3.1.4.4測定系の妥当性の確認」及び「3.2.4.4測定系の妥当性の確認」には、「図 3.1.6

全体漏えい率試験結果」及び「図 3.2.6 漏えい率試験結果」に示す試験中の状態変化

をプロットして確認する旨が規定されています。時系列データのばらつきに特異な変化

がないか確認する方法とその判断基準について説明してください。 
 

4) 「図 3.1.5 漏えい率試験結果」及び「図 3.2.5 漏えい率試験結果」の静定時間の％漏えい

量変化を見ると、データ数が 5点のみであり、初めの 2点が下降しているので直線的に変

化していると図で判断するのは 困難です。同図の静定時間内の％漏えい量の変化で直

線的と判断してよい根拠を説明してください。 

 

5) 「3.2.4.4測定系の妥当性の確認」において、「試験開始時点よりの％漏えい量、平均温

度、蒸気圧及び差圧をグラフにプロットする」に対応した図を示し、説明してください。 

 

6) 「3.1.4.5データ処理」に示す「温度補正後の圧力」P’の補正式について根拠又は出典を

示してください。 

 

7) 「3.1.4.5 データ処理」において、原子炉格納容器内温度，露点温度については器差補

正を行い、加重平均により測定時刻ごとの平均値を算出すると規定しています。このう

ち、加重平均の方法について説明してください。 

 

8) 局部漏えい率試験の概念図例(図 4.4.1～図 4.4.7)には本設と仮設が混在して示されて

います。仮設の範囲を示してください。また、仮設の範囲に原子炉格納容器バウンダリ

が含まれる場合の仮設材撤去後のバウンダリ健全性確認方法を説明してください。 
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○回答 

1)  「2.4.4 判定基準」においては、全体漏えい率試験で得られた平均漏えい率の上側 95% 

信頼限界の値で判定すると規定していますが、「3.1.2.2漏えい率計算式」及び「3.2.2.2 漏え

い率計算式」に規定する漏えい率（％/d）の計算式（(3.1.2)式、(3.2.4)式には、測定誤差によ

る変動分が考慮されていません。また、「計器計画における基本的検討確認事項」を規定

した 3.1.3.1 項 (3) 及び 3.2.3.1 項 (5) には測定精度の検討に当たって考慮すべき主要項

目が記載されています。下記に示す解説には測定誤差による検討が示されていますが、こ

れらによる変動分を漏えい率（％/d）にどのように反映するのか説明してください。 

 

a.解説 3.1-1及び解説 3.2-2に示す計算式の簡略化による誤差 

b.解説 3.1-2及び解説 3.2-3に示す測定計器精度による誤差 

c.解説 3.1-3及び解説 3.2-5に示す温度測定数による誤差 

d.解説 3.2-4に示す基準容器系原子炉格納容器外配管の温度変化による誤差 

（基準容器法の場合に限る。） 

 

回答 1） 

実プラントの原子炉格納容器の漏えい率試験を基準容器法で実施した場合のいずれの誤

差も解説に示す通り許容漏えい率許容漏えい率に対して小さいことを示しており、それぞれ

の誤差は漏えい率には反映していません。 

【誤差の値】 

a. PWR:0.00354・ΔT%/d、BWR:0.003 %/d 

b. PWR:最大 0.008%/d、BWR:0.0346%/d 

   解説 3.1-2では精密水銀気圧計及び精密水銀マノメータの最小目盛りを踏まえての 

測定精度から誤差が最大となった場合における影響評価を行っているものである。 

解説 3.2-3 では漏えい量：0.5%/d と仮定した格納容器の状態に対して、試験に用いる計

器や変換機の測定精度から格納容器内絶対圧力、格納容器と基準容器の差圧、格納容

器内温度及び格納容器内の水蒸気分圧の測定誤差を算出し、漏えい量の誤差として影響

評価を行っているものである。 

c. 格納容器全体漏えい率は、格納容器内温度(平均温度)にて評価しており、解説 3.1-3項で

は、この平均温度を計測する上での計測器個数、計測位置の妥当性を示している。その根

拠として、格納容器の 1/10 モデル(内径:3,500mm×全高:6,885mm)に基づく検証試験にて

高さ方向並びに平面半径方向の温度分布を検証し、分割断面は 5 断面以上で飽和状態

(0.1℃未満の平均温度差)になること及び、1 断面当たりの計測数を東西南北 4 方向の平

均温度と何れか 1 方向を計測した場合の温度差も半径比【R】=0.65～0.85 の範囲内で

0.1℃未満であることが検証結果として得られており、PWR 各プラントはこれを念頭におい

た計測位置となっている。 
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解説 3.2-5 項では測定数による平均温度の妥当性を確認するため実プラントでの実績

値による影響確認を行い、基準容器に最低 1 個、合計で 5 個以上の温度計を設置すれば

漏えい率評価への影響が十分に小さいことを示しています。 

d. BWR:-0.006%/d 
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2) 「3.1.2.3 平均漏えい率及び信頼限界｣及び｢3.2.2.3 平均漏えい率及び信頼限界｣に規定

する%漏えい量 Q の式は、回帰直線に切片を有する Q=a+bH の形式です。測定開始基準

時刻からの%漏えい量 Q を求める時 、測定開始時は Q=0 なので、a=0 とした原点を通過

する回帰直線 Q=b’H としていない理由を説明してください。 

また､3.1.2.3 項及び 3.2.2.3 項の (1) には｢有意差がなければ､経過時間に対し無関係で

あり、バラツキの範囲で漏えい率は 0 である｡｣と規定していますが､一定の漏えいがあると

いう前提での試験に対してバラツキの範囲で漏えい率が 0 であるとすることの適切性につ

いて説明してください｡ 

 

回答 2） 

測定開始時は Q=0 なので、最初のデータは原点上に位置します。この最初のデータが誤

差やばらつきを含んでいる可能性があるため、回帰直線の切片 aを考慮しています。 

 
 

本規定では、分散分析により要因（経過時間）と観測データ（%漏えい量）との間の有意性

の有無を検定しています。分散分析とは、観測データ（ここでは%漏えい量）における変動を誤

差変動と各要因（ここでは経過時間）およびそれらの交互作用による変動に分解することによ

って、要因および交互作用の効果を判定する、統計的仮説検定の一手法です。観測データ

（%漏えい量）が経過時間に対して有意差がなければ、観測データ（%漏えい量）の変動は経過

時間に対して無関係であり、誤差変動によって変動していることになります。したがって、漏え

い率（%漏えい量の時間変化）は 0であると判定します。 
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3) 「3.1.4.4測定系の妥当性の確認」及び「3.2.4.4測定系の妥当性の確認」には、「図 3.1.6

全体漏えい率試験結果」及び「図 3.2.6 漏えい率試験結果」に示す試験中の状態変化

をプロットして確認する旨が規定されています。時系列データのばらつきに特異な変化

がないか確認する方法とその判断基準について説明してください。 

 

回答 3） 

時系列データのばらつきに特異な変化がないかを確認する方法として、解説 3.1-5 に示す

通り、格納容器内空気重量(Pm/T)が時間経過と共に低下傾向に変化していることをプロット

することで確認してます。 

上記の値はプラント毎の特性を持ったバウンダリ状態に応じて示されるものであること、並

びに傾向監視を目的としていることから、特に判断基準は設けていません。 
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4) 「図 3.1.5 漏えい率試験結果」及び「図 3.2.5 漏えい率試験結果」の静定時間の％漏えい

量変化を見ると、データ数が 5点のみであり、初めの 2点が下降しているので直線的に変

化していると図で判断するのは 困難です。同図の静定時間内の％漏えい量の変化で直

線的と判断してよい根拠を説明してください。 

 

回答 4) 

漏えい率試験を行う前の静定は、実態として５点のみではなく、10 時間～15 時間に渡っ

て静定を行っており、その経過を確認の上で、安定したと判断できる時間を起点として、漏え

い率試験を開始しています。 

例で示すグラフは、試験開始2～3 点目前のデータとして、安定している判断となっている

ものであり、試験結果の図として特に問題はないと考えているが、次回の規格改定時にはよ

り適切な図に改定することを予定しています。 
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5) 「3.2.4.4測定系の妥当性の確認」において、「試験開始時点よりの％漏えい量、平均温

度、蒸気圧及び差圧をグラフにプロットする」に対応した図を示し、説明してください。 

 

回答 5) 

図 5)-1～5に各測定結果プロット図の例を示す。 

プロット結果より，前後のデータを比較することで時系列データのばらつきに特異な変化がな

いことを確認することで妥当性を確認している。 

 

図 5)-1．％漏えい量測定結果 

 

図 5)-2．平均温度測定結果 

 

 

**** * *

**** * *

温度
[℃]
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図 5)-3．平均蒸気圧測定結果 

 

図 5)-4．差圧測定結果 

 

図 5)-5．P’/T 測定結果 

圧力
[kPa]

圧力
[kPa]
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****

*

*

*

*
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6) 「3.1.4.5データ処理」に示す「温度補正後の圧力」P’の補正式について根拠又は出典を

示してください。 

 

回答 6) 

本文 3.1.4.5 に規定する以下に示す算出式 

 

 
のうち、温度補正後の圧力(P’ )算出式の根拠として、参考文献（「気象観測の手引き」気象庁，

平成 10 年 9月）に基づく展開を以下に示す。 

 

水銀の体積膨張係数を μ，管（尺度）の線膨張係数を λ とすると，読み取り値に対する「温

度補正値」Ctは 

𝐶𝑡 = −𝑃𝑟 ⋅
(𝜇 − 𝜆)𝑡𝑏

1 + 𝜇𝑡𝑏
 

よって，温度補正後の圧力は 

𝑃′ = 𝑃𝑟 + 𝐶𝑡 = 𝑃𝑟−𝑃𝑟 ⋅
(𝜇 − 𝜆)𝑡𝑏

1 + 𝜇𝑡𝑏
= 𝑃𝑟 (1 −

(𝜇 − 𝜆)𝑡𝑏

1 + 𝜇𝑡𝑏
) 

水銀の体積膨張係数 μ = 0.0001823 

管（尺度）の線膨張係数 λ = 0.0000185 

の値を用いると，以下の式となる。 

𝑃′ = 𝑃𝑟 (1 −
(0.0001823 − 0.0000185)𝑡𝑏

1 + 0.0001823𝑡𝑏
) = 𝑃𝑟 (1 −

0.0001638𝑡𝑏

1 + 0.0001823𝑡𝑏
) 
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 なお、参考文献においては、 

水銀の体積膨張係数 μ = 0.0001818 

管（尺度）の線膨張係数 λ = 0.0000184 

 が示されており、JEAC4203 に記載の数値との違いがあります。JEAC4203-1974 に記載し

た当時、何らかの文献に基づき記載されたものと推定されますが、その根拠となる文献につ

いては現状確認できません。しかしながら、全体漏えい率試験の特性として、試験開始 0時

間目の計測した CV内絶対圧力を起点とし、経過時間毎に計測した圧力差より漏えい量を評

価するため、文献間の数値の違いに伴う試験への影響は極めて小さいものと考えます。 

 参考に精密水銀気圧計及び精密水銀マノメータを使用した測定時のサンプルデータに基づ

き、3.1.4.5 データ処理における圧力計算式にて、気象庁参考文献に基づく膨張係数に置き

換えた場合の数値への影響確認結果を以下に示します。 

  

 (JEAC4203記載の数値における実測例) 

 【経過時間 0時間目】 

 （大気圧 Pa） 

 ΔP：-0.12(hPa) 、Pr：1028.62(hPa) 、ｔb：20(℃)、gm：9.79793(m/s2) 

 P‘=1028.62×[1-0.0001638×20/(1+0.0001823×20)]=1025.26248 

 P”=1025.26248×[1-9.79793/9.80665]=0.91166 

 Pa=1025.26248-0.91166-0.12=1024.23082(hPa) 

(CV内圧力 Pc) 

ΔP：-0.4(hPa) 、Pr：2404.31(hPa) 、ｔb：20(℃)、gm：9.79793(m/s2) 

P‘=2404.31×[1-0.0001638×20/(1+0.0001823×20)]=2396.46209 

 P”=2396.46209×[1-9.79793/9.80665]=2.13092 

 Pc=2396.46209-2.13092-0.4=2393.93117(hPa) 

(CV内絶対圧力 Pm) 

Pv(水蒸気分圧)：17.27(hPa) 

Pm=Pa+Pc-Pv=1024.23082+2393.93117-17.27=3400.89199(hPa・abs) 

【経過時間 2時間目】 

 （大気圧 Pa） 

 ΔP：-0.12(hPa) 、Pr：1027.58(hPa) 、ｔb：20(℃)、gm：9.79793(m/s2) 

 P‘=1027.58×[1-0.0001638×20/(1+0.0001823×20)]=1024.22588 

 P”=1024.22588×[1-9.79793/9.80665]=0.91073 

 Pa=1024.22588-0.91073-0.12=1023.19515(hPa) 
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(CV内圧力 Pc) 

ΔP：-0.4(hPa) 、Pr：2404.67(hPa) 、ｔb：20(℃)、gm：9.79793(m/s2) 

P‘=2404.67×[1-0.0001638×20/(1+0.0001823×20)]=2396.82092 

 P”=2396.82092×[1-9.79793/9.80665]=2.13124 

 Pc’=2396.82092-2.13124-0.4=2394.28968(hPa) 

(CV内絶対圧力 Pm’) 

Pv(水蒸気分圧)：17.21(hPa) 

Pm’=Pa+Pc-Pv=1023.19515+2394.28968-17.21=3400.27483(hPa・abs) 

※0時間後と 2時間後の絶対圧力差ΔPm は、 

ΔPm=Pm-Pm’=3400.89199-3400.27483=0.61716(hPa) 

 

(膨張係数を気象庁文献の数値とした場合) 

 【経過時間 0時間目】 

 （大気圧 Pa） 

 ΔP：-0.12(hPa) 、Pr：1028.62(hPa) 、ｔb：20(℃)、gm：9.79793(m/s2) 

 P‘=1028.62×[1-0.0001634×20/(1+0.0001818×20)]=1025.27065 

 P”=1025.27065×[1-9.79793/9.80665]=0.91166 

 Pa=1025.27065-0.91166-0.12=1024.23899(hPa) 

(CV内圧力 Pc) 

ΔP：-0.4(hPa) 、Pr：2404.31(hPa) 、ｔb：20(℃)、gm：9.79793(m/s2) 

P‘=2404.31×[1-0.0001634×20/(1+0.0001818×20)]=2396.48118 

 P”=2396.48118×[1-9.79793/9.80665]=2.13093 

 Pc=2396.48118-2.13093-0.4=2393.95025(hPa) 

(CV内絶対圧力 Pm) 

Pv(水蒸気分圧)：17.27(hPa) 

Pm=Pa+Pc-Pv=1024.23899+2393.95025-17.27=3400.91924(hPa・abs) 

【経過時間 2時間目】 

 （大気圧 Pa） 

 ΔP：-0.12(hPa) 、Pr：1027.58(hPa) 、ｔb：20(℃)、gm：9.79793(m/s2) 

 P‘=1027.58×[1-0.0001634×20/(1+0.0001818×20)]=1024.23403 

 P”=1024.23403×[1-9.79793/9.80665]=0.91074 

 Pa=1024.23403-0.91074-0.12=1023.20329(hPa) 
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(CV内圧力 Pc) 

ΔP：-0.4(hPa) 、Pr：2404.67(hPa) 、ｔb：20(℃)、gm：9.79793(m/s2) 

P‘=2404.67×[1-0.0001634×20/(1+0.0001818×20)]=2396.84001 

 P”=2396.84001×[1-9.79793/9.80665]=2.13125 

 Pc’=2396.84001-2.13125-0.4=2394.30876(hPa) 

(CV内絶対圧力 Pm’) 

Pv(水蒸気分圧)：17.21(hPa) 

Pm’=Pa+Pc-Pv=1023.20329+2394.30876-17.21=3400.30205(hPa・abs) 

※0時間後と 2時間後の絶対圧力差ΔPm は、 

ΔPm=Pm-Pm’=3400.91924-3400.30205=0.61719(hPa) 

 

 

 上記の通り、JEAC4203記載の膨張係数を気象庁の膨張係数に置き換えた場合、ΔPmの

数値の差は 

0.61719-0.61716=0.00003(hPa)程度であり、試験結果に影響のあるものではありません。 
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7) 「3.1.4.5 データ処理」において、原子炉格納容器内温度，露点温度については器差補

正を行い、加重平均により測定時刻ごとの平均値を算出すると規定しています。このう

ち、加重平均の方法について説明してください。 

 

回答 7) 

 PWR 原子炉格納容器内は体積が大きく、エリア毎の温度差も大きくなる場合があります。こ

のため温度計測は、格納容器を高さ方向に仮想断面にてブロック分割(B1～B9)させ、分割断

面毎に温度計測を行っています（図 7)-1 参照）。また、格納容器内には様々な設備が存在し

ており、分割断面毎に空間の欠損を考慮した体積（自由体積）から加重係数（格納容器全体

を１とし、各ブロック毎に割り振った係数）を算出し、この数値を計測した値に積算し、最終的

な評価用の加重平均を算出しています。(13P 集計表【サンプル】参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

B1～B9:仮想断面毎のブロック No を示す 

計測データ処置方法は集計表【サンプル】参照。 

図 7)-1.計測器配置例 

 

 

 

B1 

B2 

B3 

B4 

B5 

B6 

B7 

B8 

B9 
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 なお、図 7)-1 にて示す ”B9”ブロックにおいて、格納容器中央部の原子炉容器下部は、温

度計取付位置としていません。図中 EL.-6.15 断面にて示す通り、空間容積の割合から B9 ブ

ロック全体として原子炉容器下部の影響は小さいため、現状計測している箇所の温度にて

B9ブロックの平均温度としては問題なく計測出来ているものと考えます。 
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(温度計測結果(加重平均)集計表【サンプル】) 

 

（露点温度(水蒸気分圧)計測結果集計表） 

 
  

補正後温度 ﾌﾞﾛｯｸ温度 加重係数 加重平均

θj θk=Σθj/n kｉ θk′=θk×ki θm=Σθk′

(℃) (℃) (℃)

1 *

2 *

3 *

4 *

5 *

6 *

7 *

8 *

9 *

10 *

11 *

12 *

13 *

14 *

15 *

16 *

17 *

18 *

19 *

20 *

21 *

22 *

23 *

24 *

25 *

26 *

27 *

28 *

29 *

30 *

31 *

32 *

33 *

34 *

35 *

36 *

8 * * *

9 * * *

5

6

7 * * *

1

温度計

(No)

ブロック
(B)

2

3

4

*

*

*

*

*

*

* * *

*

*

* *

*

*

*

*

*

*

露点温度 水蒸気分圧 加重係数 加重平均

θｉ Ｐｖｉ Ｋｉ Pvj=Pvi×Ki Ｐｖ=ΣPvj

(℃) (hPa) (hPa)

1 * * * *

2 * * * *

3 * * * *

4 * * * *

5 * * * *

6 * * * *

7 * * * *

8 * * * *

9 * * * *

ブロック
(B)

*
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8) 局部漏えい率試験の概念図例(図 4.4.1～図 4.4.7)には本設と仮設が混在して示されて

います。仮設の範囲を示してください。また、仮設の範囲に原子炉格納容器バウンダリ

が含まれる場合の仮設材撤去後のバウンダリ健全性確認方法を説明してください。 

 

回答 8) 

局部漏えい率試験の図4.4.1～図4.4.7は試験の概念図例を示すものであり、本設と仮

設の区別は各プラントによっても異なるケースが想定されることから、明確に示していません

が、仮設の範囲は原子炉格納容器バウンダリには含まれません。 

なお、図4.4.1～図4.4.7にて示すバウンダリ範囲は以下の通りとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

：バウンダリ範囲 

：バウンダリ範囲 

：仮設として試験後取り外しを行 

う可能性がある箇所 

 

 

 

 

：仮設として試験後取り外しを行 

う可能性がある箇所 
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：バウンダリ範囲 

：バウンダリ範囲 

：仮設として試験後取り外しを行 

う可能性がある箇所 

 

 

 

 

：仮設として試験後取り外しを行 

う可能性がある箇所 
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：バウンダリ範囲 

：仮設として試験後取り外しを行 

う可能性がある箇所 
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：バウンダリ範囲 

：バウンダリ範囲 

Ｃ種対象弁 

：仮設として試験後取り外しを行 

う可能性がある箇所 

 

 

 

 

：仮設として試験後取り外しを行 

う可能性がある箇所 
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図4.4.7は隔離弁におけるバウンダリ構成の一例を示していますが、単一故障を踏ま

えた２弁(V1,V2)構成の場合、この２弁間においてはバウンダリ範囲となるため、仮設

の加圧ラインは含まれません。C種試験を行う際は、下図のとおりC種対象隔離弁を

各々個別に局所漏えい率試験を可能とするライン構成となっております。 

なお、バウンダリ範囲外であるため漏えい率試験としての影響はありませんが、B,C

種試験を実施した後、仮設材撤去後は確立された施工手順に従いプラグ、フランジ等

により閉止します。従って、閉止部からの漏えい量は無視できるものと考えられ、健

全性の確認は必要ないものと判断しています。 

 

 

 

 

 

 

 

   

（V1の局部漏えい率を確認する場合の隔離範囲） 

   

 

 

 

 

 

 

 

（V2の局部漏えい率を確認する場合の隔離範囲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

単一故障を考慮する２弁構成箇所のＣ種試験方法（例） 

(外) 

原子炉格納容器 

(内) (外) 

V1 V2 

大気開放 

加圧設備 

原子炉格納容器 

(内) (外) 

大気開放 

加圧設備 

V1 V2 

：加圧範囲 

：加圧範囲 

原子炉格納容器 

(内) 

V1 V2 

大気開放 

加圧設備 
：バウンダリ範囲 

：仮設として試験後取り外しを行 

う可能性がある箇所 

 

 

 

 




